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＜要 約＞ 
 戦後の高等教育は昭和 22（1947）年制定の教育基本法および学校教育法に基づいて新制大学制
度が発足し、2年後の昭和24（1949）年私立学校法が制定されたのを期に本格的に行政が開始さ
れた（『文部科学白書（平成15年度版）』より）。高度成長期には、高等専門学校の発足（昭和 37
（1962）年）や短大の恒常化（昭和 39（1964）年）、専修学校の制度化（昭和 51（1976）年）
など、増え続ける高等教育進学者の受け皿として、結果的に戦後における高等教育の枠組みを完
成させる一連の政策実行がなされた。 
 平成 3（1991）年の大学設置基準の大綱化以降はいわゆる大学改革が全国で進み、18歳人口の
減少と相まって、大学間競争が激化した。その後、私立学校法の一部改正（平成16（2004）年）、
教育基本法（平成 18（2006））及び学校教育法（平成 19（2007）年、最終改正）が改正される
など、21世紀に入って戦後の高等教育を取り巻く環境は一変した。 
 本稿では、終戦直後まで遡り、各年代別に戦後日本の高等教育にまつわる文科行政及び、教育
分野全般の行政改革と規制緩和の状況を概観することで、高等教育を巡る今日的問題を考察する
際の「座標軸」を提供することを目的としている。 
 教育関係の法令や規則及び文部科学行政に関する政府関係書類等、すでに公になっている公文
書をテキストにした文献解題に基づく政策のディスコース分析を主たる方法論とする。 
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1．はじめに：問題の所在について 
 
 明治以降の近代日本の発展と、教育が果たした役割について評論家の堺屋太一（2009）は次の
ように述べている。 
 
日本が明治維新で成功したのは、教育の転換が鮮やかだったからです。徳川
時代は、寺子屋で読み書き算盤と儒教的礼儀を学ばせ、封建社会に向いた人
間をつくりあげた。幕末には、男性の 40%、女性の 25%が寺子屋や修養所へ
通った経験のある、世界一の教育大国でした 1)。ところが明治維新は、近代
工業社会に役立つ人間をつくると目的を変えた。だから世界一普及していた
寺子屋教育を廃止して、椅子式で共通の教科書による教育制度をはじめたん
ですね。規格大量生産に役立つ共通の知識と辛抱強さを持った人間を作る目
的をはっきりさせた。 
（堺屋 2009） 
 
 1980年代以降、「第 3の波」（トフラー 1980）や「知価社会」（堺屋 1980）等、社会全体の
パラダイムシフトが叫ばれて久しいが、90 年代に入ってはバブル経済とその崩壊や IT 革命を経
験した。また今世紀に入ってからも、構造改革やそれに対する揺り戻し、あるいは昨今のサブプ
ライムローン問題など、政治、経済、社会の激変は今なお続いている。このような激動の時代に
あって、日本が今後国際社会の中でどのようなポジショニングをとっていくかといった文脈にお
いて、特に高等教育の分野で十分語られてきたとは言い難いのが現実である。2)   
 
⑴ 少子高齢化と18歳人口の減少 
 今日の高等教育を取り巻く状況は、3 つの切り口から考察するのが適当のように思われる。す
なわち、人口動態の激変と公財政の逼迫、そして高等教育のグローバル化である。図１「18歳人
口及び高等教育機関への入学者・進学率等の推移」は 1990 年代の初頭の 200 万人超をピークに
それ以降下降の一途をたどっていた 18 歳人口が、2009（平成 21）年度の入学者数が前年度比 3
万人減を境に、120万人前後で推移する10年間の「小康状態」に入ることを示している。3)  高等
教育市場は 2007年度には、大学・短大入学志願者が同定員枠と一致する、いわゆる「全入時代」
に突入した。18歳人口の減少と、大学・短大進学率の伸び悩みが主な要因であるが、その一方で、
国の規制緩和に伴い大学の新規開学や人気学部の増設などが相次ぎ、大学・短大間での学生確保
競争は一層激化した側面も否めない。 
 2009（平成21）年度から約 10年間のいわば「踊り場」の期間を経て、18歳人口はその後、2020
（平成 32）年以降にまた減少に転じる。合計特殊出生率が 1.25 まで下がったことが話題となっ
た 2005（平成 17）～6（平成 18）年度辺りの出生者数が 110 万人を切った辺りで推移している
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ことを考えると、彼らが 18 歳を迎える 2023（平成 35）～2024（平成 36）年頃には、現在 120
万人前後で推移する 18歳人口はさらに1～2割程度減少することが今から予想されている。4)   
 本小論では主としてこのような人口動態に連動する形で取られた戦後の高等教育行政を俯瞰し、
同時に高等教育を含む教育分野において見られた行政改革及び規制緩和の流れを追いながら、高
等教育を取り巻く今日的状況を概観してみたい。 
 
⑵ 戦後高等教育行政と意志決定の枠組 
 戦後の高等教育は昭和 22（1947）年制定の教育基本法および学校教育法に基づいて新制大学制
度が発足し、2年後の昭和24（1949）年私立学校法が制定されたのを期に本格的に行政が開始さ
れた、とされている（『文部科学白書（平成 15年度版）』より）。 
 高度成長期には、高等専門学校の発足（昭和 37（1962）年）や短大の恒常化（昭和 39（1964）
年）、専修学校の制度化（昭和 51（1976）年）など、増え続ける高等教育進学者の受け皿として、
結果的に戦後における高等教育の枠組みを完成させる一連の政策実行がなされた。平成に入って
からは、平成3（1991）年に大学設置基準等の大綱化がなされ、平成 16（2004）年に国立大学法
人制度が発足するなどの大きな改革を経て、高等教育を巡る行政は、ほぼ現在の形となっている。 
 他方、戦前からの審議会方式も相変わらず政策の正当化に有効とされ、例えば高等教育政策に
関しては昭和62（1987）年に大学審議会が日本の高等教育の基本的な在り方を審議することを主
たる目的として、当時の文部省に設置されたが、これは臨時教育審議会（1984 年（昭和 59 年）
設置）の答申を受けて、学校教育法（第 69 条の 3）に基づく文部大臣の諮問機関として 1987 年
（昭和 62年）9月に設置されたものであり、必要と認めるときには文部大臣に対して勧告する権
限が与えられていた。同審議会は 2001 年（平成 13 年）1 月の省庁再編に伴って中央教育審議会
大学分科会に再編されるまで続いたが、喜多村（2000）によると日本の戦後高等教育政策は「中
教審（1961、1971）、臨教審（1984－87）、大学審（1987－99）という審議会方式をつうじて主
として提案され、これを政府が法制化し、国会の立法化によって行財政権を行使して実施する」
という一定のパターンを踏んでいる、としている。（ibid, p. 16） 
 
⑶ 人口動態との密接な関連 
 これらの戦後日本の高等教育政策を人口動態とともに振り返ってみると、高度成長期にベビー
ブーマーが高等教育就学年齢を迎え、大学・短大進学者が急増したのにも関わらず収容定員がそ
の間の増加分に追いつかず、結果的に進学競争の激化や、総合大学のマンモス化といった今日ま
で尾を引く深刻な問題を引き起こした反省を踏まえで、政策立案がされて来たことがわかる。例
えば 1976（昭和 51）〜1980（昭和 55）年は「昭和 50年代前期計画」といい、18才人口がおお
むね 150〜160 万人台で推移すること等を考慮し、高等教育の将来の発展のための基盤整備を図
ることに重点を置き、29,000 人の入学定員増を決定した。続く 1981（昭和 56）〜1986（昭和
61）年には同後期計画として、同じく入学定員を 34,000人増加させた。1986（昭和 56）〜1992
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（平成 4）年は「前高等教育計画」期間として、当該7年間の高等教育計画（「新高等教育計画」）
を示した。具体的には、1986（昭和 61）年度以降の 7年間急増する18歳人口が、それ以後急減
すること踏まえ、1993（平成 5）年度以降の減少傾向も考慮しつつ、18歳人口が205万人に達す
る 1994（平成 6）年度までの間の量的整備をいかに図るかが焦点となった。このため、恒常的な
定員のほかに期間を限った臨時的な定員の増を認めることとし、具体的には、1992（平成 4）年
までに、国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校の入学定員を合計 86,000人（うち、44,000
人は期間を限った定員、いわゆる臨時定員）を増加することを目途としていた。その間 1991（平
成 3）年には大学設置基準が大綱化され、1993（平成5）〜2000（平成 12）年はこの間の高等教
育の計画的整備について、「前高等教育計画に引き続き、平成 13 年度以降も見通した長期的な展
望にも留意しつつ18歳人口が急減する平成5年度から12年度までの8年間の高等教育の規模の
想定や整備の方向」が提示された。2000（平成 12）〜2004（平成 16） 年の「平成 12年度以降
の高等教育の将来構想について」は大学審議委員会が1997（平成 9）年に出した答申が雛型にな
っている。2003（平成 15）年には大学設置認可届出制へと変更され、「前高等教育計画の基本方
向を維持しつつ平成21年度までを視野に入れ18歳人口の減少に伴い志願率が上昇しても志願者
数の減少が予想される平成12年度から16年度までの5年間における高等教育の規模の試算や整
備の方向」で大学新増設の抑制方針を撤廃した。 
 
 以下に終戦直後まで遡った各年代別に高等教育にまつわる文科行政及び、高等教育を含む教育
分野全般の行政改革と規制緩和の状況を詳細に見ていくことにする。 
 
2. 戦後における高等教育行政の時代区分について 
 
⑴ 第0期：GHQによる教育の民主化政策 
昭和 20（1945）年の敗戦を期に、その後7年間にわたって連合国の支配下に置かれたことを考
えると、戦後の高等教育の大枠は GHQ（連合国最高司令官総司令部。最高司令官・マッカーサ
ー元帥）による一連の教育の民主化の流れの中で形作られ、それは端的に「高等教育の大学への
一元化」と表現されると言えよう。今日に至るまで存続している 6－3－3 型の単線形の延長線上
に、戦前の多種多様な教育機関を全て 4 年制の新制大学に一元化する形で統合する教育改革がこ
の時期に行われた。 
 
民主化を基本とした戦後の教育改革は、1947（昭和 22）年の教育基本法や
学校教育法となって実現した。（中略）教育基本法とともに学校教育法が成
立したことで、それに基づいて 1947（昭和 22）年、直ちに 6・3 制の小・
中学校が発足し、国と地方に多大な財政負担を強いながらも、9 年間の義務
教育が一挙に実現することになった。翌年には3年制の高等学校が発足した。
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そして 1949（昭和 24）年、高等学校の上に、それまでのさまざまな高等教
育機関を一元化する形で 4年制の大学制度が発足した。これにより旧制度と
はまったく異なった 6・3・3・4制の単線型学校制度が完成を見た。 
（草原 2008 pp. 77- 78） 
 
 新しい戦後のいわゆる「単線型学校制度」の下では、帝国大学を始めとする戦前の旧制大学は
他の国公私立大学と同様に、全て同じ新制の 4 年制大学となり、女子大学も正式に大学として認
められることになった。その結果、大学数は終戦時の48校から 180校（国立 70 5) 、公立 18、私
立 92）に激増した（『学制百年』等）。6)   
 戦後日本の高等教育制度の枠組みを制定したこの間の各種改革は、今日まで続く高等教育の姿
を形作った文部行政には違いないが、昭和 26（1951）年にサンフランシスコ講和条約が結ばれ、
日本が旧ソ連等を除く旧連合国 48 カ国と平和条約を結ぶまでは日本は独立国としての主権を有
していなかっことを考慮すれば、この間になされた政策は全て占領下での GHQ 主導の民主化政
策の一環であったと考えるのが自然である。本論ではこの点を鑑み、日本政府が独自の意志決定
を制限されていたという意味での「不完全な当事者性」からあえてこの間の時代区分を「0 期」
とした。また「戦後の教育制度は、米国教育使節団の勧告に沿って、民主化を基本にした教育刷
新委員会 7) の審議に基づいて具体化されたものであった」が「戦後教育のバイブル的存在であっ
た米国教育使節団の報告書は、大学の一元化を提唱して」おらず「したがって、戦後の画一的な
大学制度は、米国教育使節団 8) が求めたものではなかった」（草原 2008）といった、戦後の教
育改革を巡る紆余曲折についても、他にその間の意思決定主体等を詳細に分析し、真相を明らか
にした研究があるので、ここではこれ以上詳しくは述べない。9)   
 
⑵ 第1期：教育行政における「55年体制」 
 戦後の文部行政区分は従って 1951 年のサンフランシスコ講和条約締結後（実際の発効は翌年
1952年）から 1960年までを「第 1期」とし、この間を実質日本の主権に基づいて高等教育を含
む文部行政が開始された時期とする。同時にこの期間は戦後の復興期から進学率が 10%程度にま
で上昇した時期でもある。実際、1960 年までに日本の大学生は 60 万人を突破した。政治的には
昭和 30（1955）年にいわゆる「55年体制」が確立された時期とほぼ一致する。10)内政全般で言え
ば国家政策としての「所得倍増計画」が池田内閣（1960－1964）の元で開始され、高度成長路線
にひた走ることとなる。文科行政に関しても教育版「55年体制」とでも表現すべき体制が確立さ
れたのがこの時期である。磯田（2006）による教育分野においてもこの間は「自民党文教族（教
育問題に強い関心を持って活動している自民党国会議員）対社会党、文部省対日教組の厳しい対
立構造が形作られた」時期でもある、としている。11)   
 文部大臣の諮問機関として中央教育審議会（以下「中教審」）が設置された昭和 27（1952）年
は、前年の旧連合国による対日平和条約の締結や、同時に調印された日米安全保障条約等や、翌
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1953（昭和 28）年の IMF（国際通貨基金）や国際復興開発銀行（IBRD）への加盟でいわゆる米
国の「核の傘」の元で、西側ブレトン・ウッズ体制に取り込まれたことで冷戦下での国際社会に
おける日本の政治的・経済的立ち位置が規定された時期でもある。中教審が第１回答申として
1953（昭和 28）年 7 月 25 日に提出した「義務教育に関する答申」では、「昭和 28 年１月 21 日
第１回総会開催以来終戦後の特殊事情のもとに実施されてきた教育制度の再検討を行ってきたが，
まず，義務教育について慎重に検討を加えた結果，今日までに下記の事項については次の結論に
到達した」として、学校制度に関して「6・3制度の堅持」や教育委員会制度について「現状維持」
とする内容となっている。12)   
 同年 3 月には旧制大学の最後の卒業式と、新制（国立）大学、最初の卒業式が同時に行われ、
名実ともに新制大学への移行が完了した。また 1952（昭和 27）年制定の「私立学校振興会法」
に基づき、昭和 30（1955）年には、私学振興方策の大綱が決定され、文部省が本格的に私学行政
の舵取りを始めたのもこの時期である。別途 1953（昭和 28）年には「私立学校教職員共済組合
法」も制定され、福利厚生面でも私学の職場環境が整備された。その間も大学設置委員会（今日
の大学設置・学校法人審議会）は順次新設の大学・短大の認可を答申し、昭和 35（1960）年時点
で大学数 245校、短大数 280校を数えた。 
 
⑶ 第2期：高度成長期の高等教育について 
 第 2 期はちょうど日本経済が高度成長段階を迎えた 1960（昭和 35）〜1975（昭和 50）年で、
この 15年の間に急激な大学への進学者の量的拡大期が見られ、日本の高等教育はマス段階へ入っ
た、とされる。13) この 15年間で入学者数は約 3倍、進学率も一気に40%に迫った。ちなみに 1975
（昭和 50）年の学生数は 1,734,000人で、大学数自体もこの間 245校から 420校へと急増した。
短大の増加率は 4年制大学のそれをさらに凌ぎ、同一期間中 280校から 513校へと大幅な躍進を
遂げた。しかし一方で、大学・短大数の増加に伴う入学総定員数の増加が進学者の増加に追いつ
かなかったために、進学競争が激化した。大手ブランド大学を中心に高等教育の規模拡大に伴う
大学のマンモス校化の弊害も指摘されはじめ、水増し入学などの経営側の問題が顕在化してきた。
またこの時代は言うまでもなく大学紛争に象徴される「大学受難の時期」でもあった。 
 日本社会は戦後 20年を経過し、経済や生活も一変し、同時に政治や行政における権力構造も変
化した。市川（1995）はこれを「パワーエリート・モデルから多元主義モデルへの転換」と表現
した。「パワーエリート・モデル」とは佐藤（1986）によって提唱された概念で「官僚機構と自
民党が巨大な利益団体（とりわけ財界）が密接に結びつき、一体となって日本社会を安定的に統
治」していると見る政治理論であるが、これを教育業界に当てはめるとパワーエリートが自民党
文教族、文部省等であり、反体制派が社会党、日教組ということになる（磯田 2006）。私学行政
に関しても、このような「教育エスタブリッシュメント」が、業界団体等と連携して大きな政策
転換を行ったのもこの時期である。14)   
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戦後の大学行政においては、（中略）大学人主導の大学設置審議会がすべて
を取り仕切ることになり、文部省はわずかに施設設備の補助金を出すのみで、
基本的には口も出さない、お金も出さないという立場におかれていた。その
中で、1968（昭和 43）年に私学に対する経常費補助として人件費は含まな
いが 30 億円が計上され、（中略）1970（昭和 45）年、人件費を含む経常費
補助として 132億円が計上されたことは、文部省にとって（中略）画期的な
出来事であった。 
（草原 2008, p. 141) 
 
 それまで予算措置として実施されていただけの私学助成に法的な裏づけを与えたのが 1975（昭
和 50）年成立の「私学助成振興助成法」である。草原（2008）によると同法は「私学の教育水準
の維持向上、家計負担の軽減、および私学経営の安定化を図ることを目的とするもので、新たに
人件費を含む私学の経常費に対する公的助成を行う道を開くものであった」とされている。当時
の自民党の西岡武夫をはじめ、森喜朗、河野洋平、三塚博、藤波孝生まれらのいわゆる（早稲田
出身の若手）「文教族」らが議員立法として実現した。 
 
⑷ 第3期：高等教育市場の量的拡大期 
 これらの流れを受けて第3期（1976（昭和 51）〜1986（昭和 61）年）は第 1次〜第 2次高等
教育計画の策定に象徴される通り、国が大きな国家戦略の中で高等教育の行政をハンドリングし
始めた時期と言えよう。この施策を通じて目指した方向性は「全体規模の抑制と『質』の向上」
であり、それはすなわち「量的拡大の抑制」を通じた「文部省の認可権限の強化」であった。監
督官庁の権限強化には「経常費補助金の差別化」も取られた。15)   
 「18歳人口がおおむね 150万人～160万人台で推移するとともに、進学率が停滞傾向にあるこ
とを踏まえ、量的充実より質的充実を推進」するとの基本方針のもと（文部省）、定員増（大学、
短大）を前期（第 1次：昭和 51～55年度）で 29,000 人の「目途」から「実績」 として 23,292
人に抑えたり、後期（第 2次：昭和 56～60年度）では 34,000人の「目途」に対し「実績」は 39,767
人と、いずれも「誤差」を20％以内に抑える総量規制を行った。また「収容力等の面での地域間
格差を是正するため、大都市（工業（場）等制限区域及びその他の政令指定都市の区域）への大
学等の新増設を抑制し、地方における整備を中心に実施」するといった地方都市への配慮も見ら
れた。結果として高等教育市場はこの間安定的ないし停滞で推移し、18歳人口の着実な上昇にも
かかわらず、1985（昭和 60）年の段階においてもなお進学率は 37.6%と 1975年の数字に比べ微
減し、大学生数も 1,849,000人と微増に留まった。 
 また 1975（昭和 50）年発足の専修学校が高等教育市場に影響を及ぼし始めたのもこの時期で
ある。専修学校制度は、昭和 50（1975）年の学校教育法の一部改正によって創設された学校制度
である。学校教育法の第 1条に規定される正規の学校（幼稚園、小・中・高等学校、障害児学校、
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大学、高専)ではなく、同法第 82条の 2以下に規定する教育機関とされている（今野ほか 2008）。
この学校制度の母体は各種学校制度（同法第 83 条に規定)である。各種学校制度は戦前からある
制度で、学校教育に類する教育を行うものとされていた。戦後は、特に和洋裁や理美容、調理、
タイプなどの技能教育で社会的に一定の役割を担っていた。昭和 30年代後半以降、その社会的に
果たしている人材養成機能に着目して、一定水準以上の各種学校を一段高い規制の中で振興して
いく必要性が叫ばれるようになっていった。しかし、当時、各種学校制度改革は、外国人学校、
特に韓国・朝鮮人学校の位置付けをめぐって、激しい論争の中にあり、改正法案は昭和 40年代を
通して国会に度々提案されたが、対立のあおりを受け、成立を見るには至らなかった。その後、
外国人学校は各種学校制度内で処理することとされたため、やっと専修学校制度創設として、日
の目を見るに至った。（ibid）現在に至るまで専修学校は「一条学校」と区別されながれも、特に
高度成長下の日本経済の高度成長を短大とともに底辺で支えた存在であるという意味で、日本の
高等教育にはらむ「二重構造」を体現する存在として位置づけることもできよう。16)   
 
① 臨時教育審議会（1984-1987） 
 磯田（2006）は近年の「教育の自由化論が政府の政策論としてどのように台頭してきたか、そ
してその自由化論がその後の我が国の教育全体にどのような影響を及ぼしたか」を検討する中で、
その本格的な始まりを 1984（昭和 59）年の臨時教育審議会に求めた。中曽根内閣総理大臣の直
属の審議機関として設置された臨時教育審議会の特徴は、本質かつ直截的に「教育制度とその管
理方式の根幹を問う」ことで、後の教育の自由化論の先鞭となったことだとされる（市川 1995
等）。それは「教育エスタブリッシュメントに対する痛烈な批判を含む」ものであり、そうした姿
勢は意識的に教育関係者を排除した委員構成にも見られる、としている。17)   
 
教育自由化論それ自体は格別新しいものではない。臨教審が始まる少し前か
ら経済同友会、世界を考える京都座会 18) 、日本経済調査協議会などによって
既に提示されていた。しかし、教育関係の政府審議会として教育の自由化を
明確に打ち出したのは臨時教育審議会が最初であった。 
（ibid, p. 265） 
 
 当時の教育自由化論を巡る後世の評価には、その中核部分であった公立義務教育学校の自由選
択化は、臨時教育審議会の審議過程で比較的早く消え去ってしまい、「狭義の自由化は挫折」した
が「広義の自由化は貫徹」されたというものがあり（磯田 2006 等）、小泉内閣時代の総合規制
改革会議へとつながる流れを作った、との見方もできよう。 
 ちなみに「広義の自由化」とは「学校設置基準をはじめ規制の緩和、制度の柔軟化や運用の弾
力化、教育内容・方法の多様化、『学校へ行かない自由』も含めて学習者の自由の容認や選択幅の
拡大、私学のシェア増大や教育産業の隆盛、公費支出の抑制と私費負担の増大など」（磯田 2006）
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を指す。臨教審は、教育改革の三原則として「生涯学習体系への移行」「変化への対応」とともに
「個性重視の原則」をうち立てたが、狭義の自由化論は、この「個性重視の原則」に改められ、
広義の自由化論として貫徹され、「『個性主義』のイデオロギーと一緒になって教育改革の底流を
形成してきて」おり、「自由化の影響力は無視できない。ボディブローのように次第に利いてくる
ものと見られる」との予測もあった。19)   
 臨教審自体の評価は、賛否両論があるものの「その審議がものものしかったのみかかわらず、
出てくる結論がまことに物足りなかった」（加藤 1996, p. 60）といったものもあり、確かに「こ
の程度の結論なら臨教審など新設しなくても、中教審で十分だったのではないかといいたくなる」
（ibid, p. 60）との指摘も納得がいく。 
 
⑸ 第4期：「団塊の世代Jr.」の高等教育進学期 
 戦後文部行政の第 4期（1986（昭和 61）年〜1992（平成 4）年）は「第 3次高等教育計画」20)  
に体現されるが、これは 18 歳人口が 200 万人の大台を突破したこと（ピークは 1992 年の 205
万人）への対応としての臨時定員増と水増し 1.28倍で対抗したものである。文部省はあらかじめ
18歳人口が平成 4年にピーク（205万人）に達することを踏まえ、質的充実と併せ恒常的定員と
期間を限った定員（臨時的定員）増による量的充実を推進するとして、大学、短大、高専あわせ
た恒常的定員の増を42,000人、臨時的定員増を大学と短大に限って44,000人を見込んでいたが、
結果としてはそれぞれ 78,173人と 112,443人を認めることとなり、当初の 86,000 人の定員増に
対して 190,616人の収容増と 2倍以上の乖離が見られた。これは進学率が当初見込んだ 35％から
実際は 40％近くまで伸びたためとされている。21)   
 文部省による高等教育入学者の総量規制が効かなくなったこの時期は、国内的には「55年体制」
が終焉に向かって行く時期と一致する。平成 5（1993）年の総選挙で自民党が大幅に過半数割れ
となり、非自民各党が細川連立政権を誕生させることにより 55年体制が崩壊した。いわゆる文教
族もこの際分裂する。22) 自民党が新生党に分裂する際、自民党に新しい若手の文教族が誕生し「こ
れまでのイデオロギー保守主義に社会的自由主義が加味され」たとしている（磯田 2006）。市川
（1995）によるとこの社会的自由主義とは「政治や経済とは一応区別された道徳・宗教・家庭な
どの社会的争点について伝統的保守主義に対峙する立場をさす」とされ、「社会生活の上で個人の
言論や行為の自由を擁護しようとする主張で、道義的・文化的多元主義とも呼ばれる」という。
この考えにより「学習指導要領の大綱化、教育課程の弾力化、柔軟化、多様化、就学義務の柔軟
化の考え方が強く」なり、結果として後述する教育の自由化、規制緩和、行政改革の流れを加速
するようになったという見方もある（磯田 2006）。 
 他方、純粋な左右両派のイデオロギー面での対立は「冷戦の崩壊」という世界的な流れの中で
も緩衝されていき、日教組は、連合加盟を経て、平成2年 6月の定期大会において「『反対・粉砕・
阻止』の姿勢を転換、『参加・提言・改革』の現実路線を標榜」した（ibid）。結果、二大政党で
ある自民党や民主党、さらには文科省や日教組といった労使間に明確な対立点が存在し得なくな
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り「教育政策おける対決軸の不明化」が進んだ（ibid）。これに関しては「多元主義モデル」の権
力構造が顕在化すると「パワーエリート対反体制運動の抗争」が弱まる反面、「体制内部における
対立を顕在化させた」との分析もある（市川 1995）。磯田（2006）は、この構図の教育行政にお
ける具体的な現れは「権力中枢である首相官邸や自民党執行部が、文部省、自民党文教族、教育
エスタブリッシュメント 23) を批判するという対立軸を通じて、教育政策が形成されるということ
である」としている。 
 
⑹ 第5期：55年体制、冷戦、バブル崩壊「後」の高等教育 
 「平成 5 年度以降の高等教育の計画的整備について」として平成 3（1991）年 5 月に示された
高等教育計画は「昭和 40年代までの急速な高等教育の拡大は十分な計画性をもって行われたもの
ではなかったため、高等教育機会の地域間格差や私学における教育研究条件面での問題等が生じ
た」ことへの反省を踏まえて、「これらの問題に適切に対応し均衡のとれた高等教育の発展を図る
ため、昭和 51年度以降計画的に整備を実施」してきた従来の方向を転換した。すなわち「平成5
年度以降は 18歳人口の急減等を踏まえ、従来のような計画的な整備目標を設定する手法が必ずし
も適当ではなくなったことから、高等教育の将来規模をある程度展望し得るよう想定や試算を行
い、これに基づいて施策を実施」するとして、引き続き「大学等の新増設及び定員増については
原則抑制」することとなった。一方、「抑制の例外として、社会的要請等に配慮」するとしたため、
その後も私立を中心に大学は増え続けた。その結果、短大・高専含めた高等教育機関へ進学率は
当初想定していた 40.0%から最終的に 49.8%へと、入学者数でいうと 752,010人に達した（いず
れも 2000（平成 12）年度の値）。入学定員は当初見込んでいた 590,000人から 698,436人へと大
幅増となり「私学の積極的な規模の拡充は、その後 21世紀において私学の定員割れという深刻な
事態を引き起こす要因」となっていった（草原 2008, p. 168）。 
 
① 大学設置基準の大綱化 （1991） 
 臨時教育審議会（1984（昭和 59）年 8月～1987（昭和 62）年 8月）の「University Council」
創設提案を受けて 1987（昭和 62）年 9 月に創設された大学審議会は、2000（平成 12）年 12 月
に廃止されるまでに、 
・教育研究の高度化  
・高等教育の個性化  
・組織運営の活性化  
に向けた一連の答申を行ってきた（林 2003）。1991年 2月に出された答申『大学教育の改善に
ついて』を受けて大学設置基準が 1991（平成 3）年 6 月に改正され（施行は同年 7 月）、一般教
育と専門教育の区分、一般教育内の科目区分（一般（人文・社会・自然）、外国語、保健体育）が
廃止された。これを大学設置基準の大綱化というが、この設置基準の改正を契機に、 
・教育組織の改革 
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・カリキュラムの改革 
・教育方法の改革 
等、新制大学における初めての大きな改革が、全国規模でスタートした。特に、一般教育と専門
教育の区分廃止のもたらした影響は大きく、設置基準大綱化の 5 年後には国立大学の教養部・一
般教育課程はほぼ姿を消した（林 2003他）。24)    
 
⑺ 第6期：21世紀の高等教育 
 設置基準の大綱化以降の大学改革の進展を文科省は「これにより、大学が社会との対話を通じ
て様々なニーズを受け止め、弾力的かつ柔軟に教育課程を編成することができるようになり、こ
れ以降、各大学におけるカリキュラム改革が順次進められ、改正時から現在までの間に、ほぼ全
ての大学においてカリキュラム改革が実施され」、今日に至るとしている。 
 こうした大学改革の流れをみた大学審議会は、1998（平成 10）年 10 月に答申『21 世紀の大
学像と今後の改革方策について』を出した。この中で、「教養教育が軽視されているのではないか
との危惧がある」と問題点を指摘し、「教養教育の重視、教養教育と専門教育の有機的連携の確保」
が重要となるとの展望を示している。（林 2003）25)   
 それに先立つ 1997（平成 9）年１月の大学審議会答申「平成 12 年度以降の高等教育の将来構
想について」は、2000（平成 12）～2004（平成 16）年度を対象としつつ、2009（平成 21）年
までを視野に入れた構想を示している。その基本方針は「18歳人口が減少し規模の縮小が見込ま
れる時期においては計画的な整備目標を設定することは適切ではないことから全体規模の試算を
行い、これに基づいて施策を実施」するとして、「大学等の全体規模及び新増設について」は引き
続き「抑制的に対応。抑制の例外として扱われてきた事項については、ある程度弾力化。臨時的
定員は５割まで恒常定員化を認めつつ 16年度位までの間に解消」するとした。 
 21 世紀にはいってからは、2001（平成 13）年に誕生した小泉政権のもと、私立学校法の一部
改正（平成 16（2004）年）、教育基本法（平成 18（2006））及び学校教育法（平成 19（2007）
年、最終改正）が改正されるなど、戦後の高等教育を取り巻く環境が一変した。まず国立大学の
法人化によって、旧国立大学において理事長イコール学長という体制が発足し、組織の理論上「や
ろうと思えば何でも出来る」体制が、私立でなくむしろ国立大学で先行し、強力なガバナンス体制が
いとも簡単に確立された。私立学校法の改正も同様に理事長の責任の明確化イコール教授会の権
限の限定、監査室としての監事及び評議員会の役割の明示等を通じて理事会の機能強化が図られ
た。 
 また法科大学院、専門職大学院（会計、教職、MO[技術、経営]）、専門学校（高度専門士課程）
の設立が相次ぎ、連動するように設置認可の弾力性、許可制から認可制へ「事前審査から事後評
価へ」の流れを作り出した。特区、株式会社立大学など、規制緩和や教育市場の構造改革が一気
に進んだのもこの時代である。近年は特に認証評価制度の指導が顕著で、7 つないし 8 つの評価
機関の濫立した状態となっている。26) 他方、「差別的な」評価による公的資金の競争的配分は、従
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来の経常費補助から申請・採択ベースの特別補助へとその流れをシフトさせてきている。 
 
① 規制緩和の流れ（1997- ） 
 「第 2次臨調（臨時行政調査会）」（1981（昭和 56）年から 1983（昭和 58）年）や「第 1次行
革審（臨時行政改革推進審議会）」（1983（昭和 58）年から 1986（昭和 61）年）や「第 2次行革
審（臨時行政改革推進審議会）」（1987（昭和 62）年から 1990（平成 2）年）などが、国民負担
の軽減、行革事務の簡素合理化、民間活力の助長をスローガンに行政改革を推進してきたが、規
制緩和という形では 1997（平成 9）年 3月の「規制緩和推進計画」で具体化した。 
 ここでは再改訂後の規制緩和の対象分野に「教育」を加えて合計12分野とするとともに、事前
規制型の行政から事後チェック型の行政に転換していくことを基本とし、「自己責任原則と市場原
理にたつ自由で公正な経済社会を構築する」ことを謳った。 
 
この時点においては、経済的規制については、原則自由、規制は例外的な場
合のみ、社会的規制については、本来の政策目的に沿って必要最小限にとど
める（こととされていた※筆者加筆） 
（磯田 2006  p. 266） 
 
 しかしながら 1999（平成 11）年の「規制改革委員会」はさらに一歩踏み込んで、「規制改革、
すなわち、規制の緩和、撤廃及び事前規制型行政から事後チェック型行政に転換していくことに
伴う新たなルールの創設、規制緩和の推進等に併せた競争的政策の積極的展開等」について調査
委員会による審議を行うとし、「規制の緩和あるいは撤廃だけでなく、それを通して制度の改革を
すすめようとするもの」（磯田 2006）であった。 
 この流れを受け、2004（平成 16）年 3 月「総合規制改革会議」では「これまでの 3 年間の活
動を総括し、平成 14年度の規制改革による消費者メリット増加額は、合計 14兆 3,000億円、国
民一人当たり約 11万 2,000円」（磯田 2006）と試算し、同年 4月「規制改革・民間推進会議」
の運営方針における「民間の潜在的需要が大きく、新規サービスや雇用の創出に結びつくような
医療・福祉・教育等の『官製市場』分野について、『民間開放』という新たな視点を通じて、抜本
的な見直しを行う」との明記につながった。27)   
 
「多くの規制が残る」医療、福祉、教育などを「主要官製市場」と呼び、株
式会社や NPO の参入を求めていく考えである。教育分野は規制緩和の 12
番目の対象分野であったのが、今（同書執筆時の 2008（平成 18）年度※筆
者註）では、「主要官製市場」と指摘されるまでになったのである 
（磯田 2006） 
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② 公立学校選択制の導入（2000-） 
 行政改革委員会「規制緩和の推進に関する意見（第 2 次）」（1996（平成 8）年 12 月）や文部
省初等中等教育局長通達「通学区域制度の弾力的運用について」（1997（平成 9）年 1月 27日付
け）を経て、東京都品川区がついに 2000（平成 12）年 4 月の入学者より小学校で学校選択制を
導入した。これについては「（学校選択により）学校間に競争意識が生まれる。それが何よりの改
革圧力になる」（読売新聞 1999（平成 11）年 10 月 11 日）と評価する意見がある一方で、「特
定の学校に子供が集中、序列化が生じる恐れが強い」（同日 毎日新聞社説）と「公教育の公平性」
や「序列化による競争激化」の観点から、非難の声も上がった。28)   
 その後閣議決定された「規制改革推進 3 か年計画（改訂）」（2002（平成 14）年 3 月）や学校
教育法施行規則改定（2003（平成 15）年4月施行）で「学校選択制」は着実に全国に広まり、三
重県紀宝町が 1998（平成 10）年より、岐阜県穂積市が 2000（平成 12）年より、また東京都豊
島区及び日野市が翌 2001（平成 13）年より等、学校選択制を導入する地方公共団体は順次増加、
文部科学省の調査によると、2004（平成16）年度までに小学校段階で学校選択制を導入している
のは 227自治体、中学校段階では 161自治体となっている（磯田 2006  p. 265）。29)   
 
③ 構造改革特区（2002-） 
 政府の「総合規制改革会議」は規制改革の突破口として「構造改革特区制度」を提言、「全国規
模での規制改革の実施」か「特区での先行実施」かの二者択一で改革を推進しつつある。構造改
革特区とは、特定地域に限定して、その特性に注目した規制改革を実施することにより、全国的
な規制改革につなげ、我が国全体の経済活性化を図ることを目的とした制度であるが、その意義
は次のように定められている。 
 
地方公共団体や民間事業者等の自発的な立案により、地域の特性に応じた規
制の特例を導入する特定の区域を設けることで、当該地域において地域が自
発性を持って構造改革を進めること 
（2003（平成15）年 1月閣議決定） 
 
 当初は「地域においては、国からあらかじめ何らかのモデルを示したり、従来型の財政措置に
よる支援措置を講じることに期待するのではなく、『自助と自立の精神』を持って『智恵と工夫の
競争』を行うことにより、地域の特性に応じた特区構想を立案することが期待される」とされて
いたが、2004（平成 16）年4月に「規制改革・民間開放推進会議」が発足するとともにこの基本
方針の変更が行われ、以後「規制官庁は・・・（中略）・・・全国展開により発生する弊害につい
て立証責任を有するものとする」と一歩も二歩も踏み込んだ形での特区の推進が成された。30)  高
等教育産業に関して言えば、2006（平成18）年現在、株式会社立の大学は東京、大阪を中心に7
大学・大学院を数える。31)   
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 「地方公共団体の自発性を最大限に尊重した構造改革特別区域の設定を通じ、教育、物流、農
業、社会福祉、研究開発等の分野における経済社会の構造改革の推進及び地域の活性化を図る」
ことを目的として法制化された「構造改革特別区域法」（以下、「特区法」）であるが、学校教育法
と照らし合わせた場合の例外措置に関して、詳細に見ていく。 
 
⑴ 特例が認められる場合 
 地域の特性を生かした教育の実施の必要性、地域産業を担う人材の育成の必要性などの「特別
なニーズ」がある場合を対象とする。具体的にどういった場合をもって「特別なニーズ」とする
のかについては、必ずしも明確ではないが、この条件は幼稚園から大学、大学院にまで適用され
る。 
 
⑵ 要 件 
 第 1 に学校の経営に必要な財産を有すること、第 2 に学校の経営を担当する役員が学校を経営
するために必要な知識又は経験を有していること、第 3 に役員が社会的信望を有すること、とさ
れている。 
 
⑶ 必要なシステム 
 学校を設置する株式会社は、業務及び財務に関する情報を公開する。特区認定を受けた地方公
共団体は学校の評価を行い、これを公表する。高等教育は認証評価制度を活用する。特区認定を
受けた地方公共団体は、学校が破綻した場合のセーフティーネットを構築する、とされている。 
 
⑷ 学校の設置認可手続き 
 設置認可の手続きに関しては、株式会社が学校を設置する場合も、通常のケースと同様、設置
基準に従い、学校の設置認可を受ける必要がある。具体的には高校以下の学校については、特区
認定を受けた地方公共団体自ら設置する審議会に諮問した上で設置認可を行う。高等教育（大学、
大学院、高等専門学校）については、文部科学大臣が大学設置・学校法人審議会に諮問した上で
認可を行う。 
 
⑸ 関連する法律の適用 
 特区における株式会社立学校に対しては、学校教育法上の学校として関連規定が適用される。
例えば設置における設置基準の適用や、閉鎖命令・変更命令の適用等がそれに当たるが、他方私
立学校法及び私立学校振興助成法については適用外とし、私学助成の対象ともならない。いずれ
においてもその際、学校の公共性、継続性・安定性を確保するために、必要な要件を株式会社に
課すとともに、情報公開、評価の実施、セーフティーネットの構築など必要なシステムを構築す
ること、と定められている。（中央教育審議会大学分科会【第 33回】（2004（平成16）年 3月 16
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日資料「構造改革特別区域法における学校教育法の特例について（株式会社・NPO法人による学
校の設置）」より引用・抜粋） 
 法解釈面では学校教育法第 2 条においては、学校の設置主体としては、国、地方公共団体及び
学校法人に限定されている。しかし、特区においてはこの限りではなく、「地方公共団体が、教育
上又は研究上『特別なニーズ』があると認める場合」には、株式会社に学校の設置を認めた、と
いうことになる。32)   
 他方、評価に関する基本的な考え方としては、特区における規制の特例措置については、特区
法によって特区事業の開始から一定期間後に「規制の特例措置のあり方に関する評価」を行い、
「弊害が生じていないと認められる場合には、地域を限定せず全国において実施するものとする」
と定められている。これは特区の成果を着実に全国に広げる、との観点から取られた原則で、上
の特区評価については、構造改革特別推進本部長である内閣総理大臣に必要な意見を述べるため
に、同推進本部に、民間事業者や学識経験者等、第三者からなる評価・調査委員会を設置すると
している。 
 評価プロセスに関しては、まず規制所管省庁が特区で発生する弊害の有無等についての調査を
行って、その結果に基づき「規制の特例措置を全国展開する場合に発生する弊害の有無等につい
て検証」し、同時に規制所官省庁は、「全国展開により発生する弊害について立証責任を負う」と
されている。この報告を受け、先の評価・調査委員会は、規制所管省庁からの報告等を踏まえ、
特例措置の全国展開の可否を調査審議する。調査審議結果は意見提出の形で構造改革特別区域推
進本部に評価・調査委員会の意見を踏まえて諮られ、同本部が「（地域を特区に限定しない）全国
展開」「地域を限定して存続」「拡充」「是正」「廃止」「その他（結論を出すに至らない等）」のい
ずれかを決定するというプロセスを経る。 
 株式会社立大学の評価については、2006（平成 18）年 2月 15日の構造改革特別区域推進本部
決定（以下、「本部決定」）の「特区において講じられた規制の特例措置の評価及び今後の政府の
対応方針」に見る構造改革特区による株式会社立大学についての法的措置は「学校設置会社によ
る学校設置事業（816特区）」が「特区における規制の特例措置の内容」で「地方公共団体が教育
上又は研究上別なニーズがあると認める場合には、株式会社に学校の設置を認める。認定を受け
た地方公共団体が市町村である場合、当該学校の設置認可については、当該市町村の長が、当該
市町村に置かれる審議会の意見を聴いて認可を行う」とある。規制所轄省庁は、 
 
本事業に関する適切な評価を実施するに当たっては、教育・研究の現場の特
性を十分踏まえる一方で、生徒・学生及びその保護者などの『学習者及びそ
の関係者』を保護する観点から、①少なくとも卒業生を出すまでの状況に関
して、実態把握が十分行われること、②相応の事例の集積を踏まえた総合評
価が行われることが最低限必要であると考える」としつつ、「今後、事例の
蓄積を図りつつ、学校教育の公共性、継続性、安定性が株式会社立学校にお
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いても担保されるかどうかをはじめ、学校経営面、経営と教学のバランス面、
教育研究面等の観点に立ち、慎重に検証・評価を行う必要がある 
（「特区において講じられた規制の特例措置の評価及び今後 
の政府の対応方針」に関する本部決定より引用・抜粋） 
 
とし、「本事業の特例の評価については、社会のニーズに応える多様な学校を設置する点からは速
やかな検討が必要であると考えるが、まずは、学校経営面、経営と教学のバランス面、教育研究
面等の観点から生じている各課題に関し、それが主として株式会社という設置形態に起因するも
のであるか否か等について、学校種の相違（※大学、高等学校、中学校、小学校などの学校の種
類の違い）も含め、論点を整理した上で必要な検討を行うことが重要である」とした。結論とし
て、「株式会社が学校を設置する場合に想定される弊害の発生の有無の判断に資する評価の論点に
ついて、特例措置の実施状況を踏まえつつ、規制所轄省庁において検討を行」うこととし、評価
時期を 2006（平成 18）年度下半期と設定した。33) 
 
 
参考：株式会社立 LEC 大学のケース 
 
（株）東京リーガルマインドによる「LEC 東京リーガルマインド大学」は通学と通信制からなる
4 年制の大学と専門職大学院からなり 2004（平成 16）年度に設置認可された。34) 学部は総合キ
ャリア学部のみ学科も総合キャリア学科のみの単科大学で、入学定員は 160 人で 3 年次編入 30
人を加えた収容定員は 700 名でキャンパスは千代田区と大阪市。他方、通信制は 2005（平成 17
年度の開設で、入学定員は925 人（3年次編入 200人）の収容人数4,100人でキャンパスは北は
北海道・札幌から南は九州・福岡、北九州まで 12 カ所。会計専門職専攻の専門職大学院は 2007
（平成 17）年度の開設で、入学定員は 60名、収容定員は 120名。キャンパスは千代田区（2009
（平成 19）年 4月 1日現在）。35) 
LEC に関して文部科学省が 2009（平成 19）年 1 月 25 日付けで発表したプレスリリース「LEC
東京リーガルマインド大学に対する勧告等について」によると、同日付でLEC 東京リーガルマイ
ンド大学に対し，勧告及び留意事項を通知した、とある。具体的な措置内容は、 
（1） 学校教育法第15条第 1項の規定に基づく勧告 
（2） 設置計画履行状況調査に基づく留意事項について（通知） 
（3） LEC東京リーガルマインド大学に対する勧告等について（通知） 
（4） 新たに設置された大学・大学院の情報に係るホームページの更新について（通知） 
（5） 新たに設置された大学・大学院の情報提供について（通知） 
の 5 つで、うち（3)～（5)に関しては、それぞれ「特区関係地方公共団体の長への通知」（3）及
び「各都道府県・指定都市教育委員会指導事務主管課等（4）ないし教育委員会指導事務主管課等
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（5）への通知」が付け加え、「本件の担当」を高等教育局大学振興課及び同課大学設置室併記と
して締めくくった。36) 別途「学校教育法第 15 条第 1 項の規定に基づく勧告」37) として同日大臣
名で「LEC東京リーガルマインド大学（以下「LEC大学」という。）については、これまで再三
にわたり留意事項の内容を通知すること等により、大学における教育研究や学校設置会社の運営
に係る問題点について改善に向けた指導を行ってきたにもかかわらず、未だ十分な是正がなされ
ていないことは極めて遺憾である」との文書を発した。具体的な指摘事項として、 
 
特に教育課程に関し、大学固有の授業計画や教材が存在せず、専ら資格を取
得させることを目的とする資格試験予備校の開設科目群が充てられ、LEC 大
学の学生と当該予備校の学生とが同一の教室において教育指導を受けてい
る状況については、未だ完全には解消されていない。このような、LEC大学
と当該予備校とが多くの部分で事実上同一化した形態で運営されていると
みなされる状況は、後述する教員組織の在り方等とあいまって、自主的・自
律的な教育研究活動を本旨とする大学の在り方としてふさわしくないもの
であり、大学の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し体系
的な教育課程を編成することを求めた大学設置基準（昭和 31 年文部省令第
28 号）第 19 条ひいては学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 52 条に規
定する大学の目的に照らし疑義がある状況と指摘せざるを得ず、大学運営全
般にわたってさらに改善に努めることが必要である。 
 
とし、これに加え、今般、教員組織や教育方法の在り方に関し、大学設置基準第 12 条及び第 25
条第 2項の規定に違反する事実が認められた、とされた。「これらについては、早急な改善を図る
必要がある事項と考えられることから、学校教育法第15条第 1項の規定に基づき、下記のとおり
必要な措置をとるべきことを勧告するものである」として、「この勧告に沿って講じた措置につい
て、30 日以内に書面にて報告されたい」と述べる一方で、「なお、本勧告に関する措置のほか、
大学固有の体系的な教育体制及び教育研究環境を早期に確立する観点から、これまで当省が改善
を求めてきた事項をはじめ大学運営全般にわたる改善の状況について、文部科学省として実地調
査等を通じ十分な精査を行った上で、なお法令に違反した状態であると判断される場合には必要
な措置を講じる予定である旨申し添える」と執拗に指導をした上で、「本件担当」を高等教育局大
学振興課法規係大学設置室とすると締めくくった。38) 
 
3．終わりに：今後の高等教育の予想 
 
 2005（平成17）年 1月に中央教育審議会は「我が国の高等教育の将来像」と題する答申を行っ
た。「新しい知識、情報、技術が政治、経済、文化をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤と
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して飛躍的に重要性を増す」「知識基盤社会（Knowledge- based Society）」が到来し、「人々の知
的活動、創造力が最大の資源」となる社会では「高等教育の危機は社会の危機」であると論じ、
「高等養育の多様な機能と個性、特色の明確化」を打ち出し、具体的には、以下の 6 項目をこれ
からの大学の類型とした。 
①世界的研究、教育拠点 
②高度専門職業人養成 
③幅広い職業人養成 
④総合的教養教育 
⑤特定の専門分野（芸術、体育等）の教育・研究 
⑥地域の生涯学習の機会の拠点 
⑦社会貢献機能（地域貢献、産官学連携等） 
 この答申が、これから各大学がどこに比重を置いて大学の個性や特色を打ち出していくかそろ
そろターゲットをはっきりさせる時期に来ているとの一つの根拠になっている。 
 一方、2008（平成 20）年度時点で国立大学 86校（含む政策研究大学院大学等3校の大学院大
学）、公立大学 75校に対し、私立大学は 590校と、私立のみ 2004（平成 1992）年度の 544校に
比べ学校数で 1 割近く供給を増やしていることがわかる。39)それに対し、短大まで含めた需要で
考えると、第2次ベビーブーマーの 18歳人口がピークであった 1992年と比べると、専門学校を
除いた大学・短大への進学率（現役高校生ベース）が、32.7%から 52.8%へと大きく上昇してい
るにもかかわらず、入学者で見ると 796,000人から 575,000人へと大幅に減少している。40) 清成
（2009）は「とくに私立大学においては経営間格差が拡大している。2008 年度には入学定員割
れ校が全大学の半数近くに達し、赤字の大学法人もほぼ 3 分の 1 に達している」として「経営破
綻に陥る学校法人が、今後少なからず登場することになろう」とし、すでにはじまっている大学
存続を賭けた激しいレースが今後より一層激化すると予想している。その文脈で「大学は、何よ
りもまず教育機関である。大学の基本的な事業は、教育である。教育事業の最高責任者は学長で
ある」と、学長のリーダーシップの重要性を述べると同時に「こうした教育事業が成り立ち、質
的向上を進めるためには、大学を設置する法人の経営が安定していなかればならない」と、理事
会及び理事長の役割の重要性を指摘している。学長が実質理事長を兼務する国立（独立行政法人）
の大学と異なり、私学においては教学のトップである学長の大学改革の施策を、経営のトップで
ある理事長が CEO として、学校法人の最高意志決定機関である理事会の合意を取りつけつつ、
全面的にその方針をバックアップする必要がある。そうしてはじめて私学にとってのステークホ
ルダーである学生、卒業生、教職員及び受験生や就職先企業等の利益のために存続し続けるゴー
イングコンサーンとしての大学たりうる。どんな困難があってもこれを追求し、あきらめずに不
断の経営改善と経営努力を重ねていくことが、私学経営に今何よりも求められていることといえ
よう。 
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図１「18歳人口及び高等教育機関への入学者・進学率等の推移」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：『文部科学白書（Web 版）』 
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shinkou/07021403/005/001.pdf より 
文部科学省「学校基本調査」，国立社会保障・人口問題研究所 
「日本の将来推計人口」（平成 14 年 1 月推計）より文部科学省作成. 
 （但し，平成 17 年度は学校基本調査速報の数値）等から作成） 
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注 
1）Sydney Crawcour（1987, 2002）,Richard Rubinger（1982, 2007）、Ronald Dore（1970）等が原典と
思われる。 
2）2009 年夏の衆議院選挙では民主党が圧勝し、1994 年の小選挙区制度導入以来、初めての本格的政権交
代が実現したが、現政権党である民主党もマニフェストを見る限り、教育重視は謳ってはいるものの、こ
と高等教育に関しては「奨学金制度の充実」を述べるに留まっている。 
3）これが「今から10年の経過期間をおいた後」大学経営にも本格的に「規模のメリット」を追求せざるを
得なくなる時代が到来するとの予測の根拠となっている。 
4）2007（平成19）年の出生数は109万人で前年の1,092,674人より3,000人減と推計されている。（厚生
労働省「人口動態調査」）。 
5）国立はそれまであった19の大学、26の高等学校、62の専門学校が「１県１大学」の原則によって統廃
合された。（草原 2008） 
6）草場（2008）によると、当初の 180 校のうち、公立１校と私立 11 校は「キリスト教系女子専門学校を
中心に早期認可に対する強い要望があり、これをCIE（民間情報教育局。GHQ 内で教育を担当する部局。
※筆者註）が認めたため」、新制大学の制度が発足する１年前に認可された。具体的には専門学校から昇
格した神戸商科大学（以上、公立）と、女子専門学校から昇格した神戸女学院大学、聖心女子大学、津田
塾大学、東京女子大学、日本女子大学の女子大5校と、旧制大学であった同志社大学、立命館大学、関西
大学、関西学院大学、國學院大學、上智大学の6校（以上、私立）である、としている。 
7）1946（昭和21）年1月に日本の教育を再建するためにGHQ が米国政府に派遣を要請し、同年3月、ニ
ューヨーク州教育長官ジョージ・スタッダード委員長以下、27 名の教育専門家からなる教育使節団が来
日した。この使節団はわずか 24 日間の対日調査で公選制教育委員会制度、男女共学、6・3・3 制の学校
制度の導入などを盛り込んだ「400字詰め原稿用紙にして220枚以上」（草原 2008）の報告書をまとめた。
報告書はマッカーサー元帥の支持を得て、日本の戦後教育改革に大きな影響を与えたとされている。 
8）内閣総理大臣の下に設けられた審議機関で、安倍能成元文部大臣を委員長、南原繁前東京帝国大学総長
を副委員長として1946（昭和21）年8月に発足。「毎週1回の総会と21の特別委員会における精力的な
審議を重ねて 35 件の建議を行い、それに基づいて 1947（昭和 22）年の教育基本法や学校教育法をはじ
めとする戦後教育制度の根幹をなす数多くの法律が制定」されたとされている（草原 2008）。1949（昭
和24）年6月に教育刷新審議会と名称を改め、1952（昭和27）年6月まで存続し、文部大臣の諮問機関
である中央教育審議会の前身となった。 
9）大崎（2005）、黒羽（2001）、土持（2006）等。 
10）昭和 30（1995）年、それまで左右両派に分裂していた日本社会党が統一され、翌 11 月、自由、民主の
両保守党が合併し、今の自由民主党が結成された。これにより「二大政党制」が実現し、これを年代にち
なんで「55 年体制」と呼ぶ。平成 5（1993）年に細川「非自民」連立内閣誕生まで 38 年間に渡る自民党
の一党独裁の長期政権が終了するまで続いた、とされる。 
11）磯田（2006）によると「文部省対日教組の激しい対立構造」は具体的には勤評反対闘争（昭和 32 年か
ら同 34 年）、教育課程反対闘争（昭和 33 年）、全国一斉学力調査反対闘争（昭和 36 年から同 37 年）、臨
教審路線反対闘争（昭和59年から同63年）、新学習指導要領（国旗・国家等）反対闘争（平成元年から同
7年）など。国の政策に反対する闘争を繰り返し行い、とりわけストライキに関しては、昭和41年以降昭
和60年まではほぼ毎年「賃金の大幅な引き上げ、人事院勧告の完全実施」などを要求、実施してきた。ま
た、日教組関係議員が多いときには約30名社会党に所属するなど、日教組は社会党に対する強い影響力を
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示していた。その結果、社会党も政府の教育政策に強硬に反対していた。（ibid） 
12）具体的には「教育委員会は，その設置以来，日がきわめて浅く，その実績の良否については相当論議の
余地がある」としながらも、「終戦後の教育の民主的改革の顕著な一要項であり，その意図するところがひ
たすら教育の中立性と自主性とを樹立するにあるという趣旨を尊重し，できるだけその長所を発揮せしめ
るよう努めたい」と肯定する内容の報告を行った。 
13）喜多村（2000）等。 
14）4年制私立大学関係の諸団体については、その発足から分派に至るまでの経緯等、海俊・寺崎（1969）
らに詳しい。それによると最も早く設立されたのは慶應義塾大学等、36校の旧制私立大学と成蹊高等学校
など4校の旧制私立高等学校によって結成された「全国私立大学連合会」（設立1946年）で、この連合会
を母体にして「日本私立大学協会」が1948年に発足した。これから分派したのが「日本私立大学連盟」と
「日本私立大学懇話会」（いずれも1951年設立）である。前者は、「同年（1951年。筆者注）6月、青山
学院大学、中央大学、上智大学、慶應義塾大学、明治大学、日本大学、立教大学、早稲田大学の8大学が
日本私立大学協会から脱退し、これらの大学が中心となって結成」したもので、後者は日本私立大学協会
から私立大学連盟が分離成立したのを機に同年「成城大学、武蔵大学、学習院大学、東海大学、成蹊大学、
東京農業大学、清泉女子大学の７校」を当初の加盟校として発会した「旧制時代に７年制の高等学校であ
った私立大学」を母体とする団体である（ibid, pp. 536- 537）。 
15） 私学助成振興助成法によって法制化された私学助成は1975（昭和50）年に1,007億円（経常費の20.6%）、
1980（昭和55）年には2,605億円（同29.5%）で補助割合でピークに達し、翌1981（昭和56）年には2,835
億円（同28.9%） で補助金額でピークを記録するが、財政逼迫でやがて頭打ちとなっていく。（草原2008） 
16）各種専門学校の「一条項化」の問題は、直近の「職業大学」構想浮上の際にも垣間見られた。朝日新聞
が2009年6月22日の夕刊で速報したところによると「中央教育審議会（文部科学相の諮問機関）は２２
日、会議を開き、職業教育に絞った「新しい大学」を創設する方針を打ち出した。教養や研究を重視する
今の大学・短大とは別の高等教育機関（新学校種）。実務の知識や経験、資格を持つ教員が職業に直結する
教育を担う。実現すれば、高校卒業後の学校制度が大幅に変わることになる」。また毎日新聞も約1ヶ月後
の7月16日の朝刊で同審議会の特別部会による中間報告まとめとして「想定しているのは、既存の大学や
短大、専門学校などとは別の枠組みで設置する学校」と報じた。 
17）磯田（2006）は同様に「平成12年に内閣総理大臣（小渕。当時※筆者註）の下に設置された教育国民
改革会議も、文部省の事務局入りを抑制するなど」臨時教育審議会の名残をその後も散見できるとしてい
る。 
18）加藤（1996）によると「中曽根元首相が臨時教育審議会を設置する一年前、松下幸之助翁、堺屋太一氏、
渡部昇一氏らとともに『教育自由化論』をPHP研究所の京都座会で提言することができた」が、「これは
主として小学校教育への改革案であった」ので、高等教育に関しては「次いで、『新時代の高等教育を考え
る』（PHP研究所）と題して吉村融（埼玉大）、阿部美哉（放送大）、さらに国立教育研究所の佐藤秀夫、
牟田博光氏らと共同研究の成果を公刊した」としている。（ibid, pp. 199- 200） 
19）市川（1995）等。 
20）正式名称は「昭和61年度以降の高等教育の計画的整備について－昭和60年代計画－」 
21）その他、大都市（前計画対象区域及び仙台市、広島市）への大学等の新増設の抑制を継続し、地方にお
ける整備を中心に実施するといった「地域配置」がなされた。 
22）西岡武夫、船田元らが自民党を離れて新生党に移ったことを指す。 
23）この「教育エスタブリッシュメント」には私学関係者や団体、組合等も含まれる。 
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24）林（2003）によると大綱化以降の大学教育改革は「専門教育を中心とした学部教育の編成へと進み、結
果として教養教育が軽視される風潮を生んだ。しかし、それは大学審議会が期待していたものとは全く異
なる方向であった」という。また「大学の自主性を尊重するあまり、答申の内容が抽象的で、具体的な改
革の指針を示せなかった点に問題があったことは否定しがたいが、教養教育を担当してきた教員の中にす
ら、教養教育を重視する理念が欠落していたことにも問題があった」と指摘している。 
25）「教育内容の改革の具体的な取組」として、文科省は以下のような2006（平成18）年度時点での実施例
を挙げている。 
・情報処理教育が555の大学（全大学の約78パーセント）において必修化 
・ボランティア活動を取り入れた授業が273の大学（全大学の約38パーセント）で実施 
・知的財産権に関する授業科目が317の大学（全大学の43パーセント）で実施等 
（www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/001.htmより） 
26）大学基準協会、大学評価・学位授与機構、短期大学基準協会、日本高等教育評価機構等の機関別評価機
構と、法科大学院等、専門職大学院向けの専門分野別のもの合わせた合計機関数。 
27）フリードマン（1984）らが指摘した「学校の官僚化」を避けるために「私主官従に教育の方針を転換し
ていくことこそ、今文部省に求められている」（加藤1996 p. 46）との意見もある。 
28）「公教育」について本田（1981）は「学校という組織体による教育活動の国家社会に及ぼす影響が極めて
大きいことから、これを国家、社会に真に有意義なものたらしめようとする意図に出るものといわなけれ
ばならない。すなわち、学校の国家的社会的機能にかんがみ、学校法人以外の私人の活動を禁ずるととも
に、国家及び地方公共団体に、学校による教育活動を積極的に担当すべき責務があることを宣明したもの
である。このような国家的、社会的制度として『法律に定める学校は公の性質をもつもの』である」とし
ている。他方、憲法との関連で有倉・天城（1958）は「（学校教育は）国民全体のものであって、一部のも
のではなく、すべて国民は、等しくその能力に応ずる機会を与えられなければならないものであって、い
かなる理由によっても差別されてはならないものであり（教育基本法第3条1項。筆者註）、したがって系
統的学校制度において実現される学校教育事業は国民全体のものであるという基盤の上に立って行われる
とき、公的事業であり、公共のために行われるものであるということができる。それゆえに公の性質をも
つものといいうる。系統的学校制度において実現される学校教育事業が公の性質をもつものであるから、
これを実現する場たる学校もまた公の性質をもつものであるとの理論も成立しうる」との認識を1950 年代
から早々に示している。 
29）この義務教育における公立学校選択制については、賛否両論がある。例えば2002年度に学区制を廃止し、
「学校選択制度」を導入した足立区のケースでは区内であれば児童生徒は自由に学校を選べる。当然評判
の良い学校には入学希望者が集中し、逆に何らかの理由で不人気校となった学校は、生徒減でクラブ活動
する維持できない現象も起きているという。例えば今年110人を募集したA小学校への入学希望者は68
人。公立なので原則全員合格するので、同数が入学すると仮定すると、昨年の入学者が35人で2クラスを
1クラスにしたのに、また2クラスに戻ることになる。いずれにせよ大幅な定員割れであることは間違いな
い。その一方で希望者が殺到し、公立の義務教育なので選抜試験を行うわけにもいかず、抽選になったB
小学校もある。中学校になると学校の格差はさらに拡大し、C中学校は今年定員を175名上回る応募者が
殺到したが、「不良がいる」と噂になったD 中学校には募集の半分も生徒が集まらなかったという。また、
教育都市として有名な群馬県前橋市は、再来年2011年度より学区制に戻すという。その理由は「生徒数の
偏りで、荒廃する学校が出始めているから」とのこと。（いずれもインタビュー記事に基づく。） 
30）それに先立ち、構造改革特別区域推進本部が内閣総理大臣を本部長に内閣に設置されたのは2002（平成
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14）年のことである。構造改革特別区域推進本部は、「各地域の特性に応じて規制の特例措置を定めた構造
改革特別区域を設定し、教育、農業、社会福祉などの分野における構造改革を推進し、地域の活性化を図
り、国民経済を発展させることを目的」として、同年12月18日、構造改革特別区域法に基づき設置され
たが、同年7月26日には既に「構造改革特区制度を推進することによって、規制改革を地域の自発性を最
大限尊重する形で進め、我が国経済の活性化及び地域の活性化を実現することを目的」として、内閣総理
大臣を本部長とする構造改革特区推進本部が内閣に設置されている。設置の際の理由としては「規制改革
が、必ずしも既存の制度の下で人々の行動変化を強制するものではなく、単にその選択肢を拡大させるも
のであることから、規制の特例措置の実施に伴う弊害が明確に立証されない限り、それを全国的に展開す
ることが合理的と考えられるためである」とされ、「地方の発意により特定地域において国の規制が撤廃さ
れ、その規制の撤廃を全国展開することが社会的な弊害をもたらすことを関係官庁が立証できなければ、
その制度は全国的に撤廃されることとなる」と定めている。 
 
31）株式会社立大学については、加藤（2005）は「総合規制改革会議（議長 宮内義彦）が懸命の努力をした
にもかかわらず、医療の混合診療緩和問題と車検延長問題は抵抗にあい、どうしても決定できなかった」
一方で、「株式会社の学校教育への進出は意外なほど文科省が簡単に容認してしまった」として、公共性の
観点から否定的な論を展開している。（ibid, pp. 1- 2） 
32）学校としての法的地位を得るためには、別途所轄庁の設置認可が必要。 
33）一方、特例措置として弊害の有無の検証については、①ほとんどの学校で未だ卒業生を出していないこ
と、②各学校の事後評価の状況では、現在の教育研究活動について適切に分析する材料を欠いていること、
③今後より多様な学校設置会社が参入した場合の動向などを慎重に分析する必要があること、④一部の学
校では、多くの地方キャンパスについて平成20年度から学生募集を停止し、キャンパスを閉鎖することを
決定したこと、⑤一部の学校では、株式会社としての学校運営を断念し、学校法人へ転換したこと、⑥各
認定地方公共団体からの見解でも「引き続き検証が必要」とするものが多数を占めていること、などによ
り、「弊害の更なる検証に必要な情報の収集に努めるべき」とのことであった。同時に「想定される弊害の
発生の有無の判断に必要な情報を引き続き収集し、特例措置の実施状況を踏まえつつ検討を行」った上で
「平成20年度に評価を行うこと」を定めた。 
34）認可に当たっては以下の措置が適用された（中田 2008）。 
・学校設置会社による学校設置事業（特定事業番号: 816） 
・校地・校舎の自己所有を要しない大学設置事業（特定事業番号: 821） 
・運動場に係る要件の弾力化による大学設置事業（特定事業番号: 828） 
・空地に係る要件の弾力化による大学設置事業（特定事業番号: 829） 
2006（平成18）年2月15日の構造改革特別区域推進本部決定を受け文部科学省は、学校法人・分科会
での審議を経て「地方公共団体が教育上特段のニーズがあると認める場合には、学校法人の寄附行為の認
可に当たり、小学校等の校地・校舎については自己所有を求めないものとする」と特例措置を告示したが、
同様の実施内容の大学レベルにおいて全国展開が可能となった。 
35）その他「株式会社の設置する大学」としてはデジタルハリウッド（株）によるデジタルハリウッド大学
（4年制大学[デジタルコミュニケーション学部・デジタルコンテンツ学科 入学定員250名/収容定員1,000
名。平成17年度開設]＋専門職大学院[デジタルコンテンツ研究科デジタルコンテンツ専攻 入学定員80
名/収容定員160名。2004（平成16）年度開設]）、（株）ビジネスブレークスルーによるビジネス・ブレー
クスルー大学院大学（専門職大学院 経営学研究科 経営管理専攻 入学定員82名/収容定員164名。2005
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（平成17）年度開設）、（株）グロービスによるグロービス経営大学院大学（専門職大学院 経営研究科経
営専攻 入学定員100名/収容定員200名。2006（平成18）年度開設）、（株）栄光による日本教育大学院
大学（専門職大学院 学校教育研究科 学校教育専攻、入学定員120名/収容定員240名）、（株）LCA-Ⅰ
によるLCA大学院大学（専門職大学院 企業経営研究科 企業経営専攻 入学定員70名/収容定員140名。
2006（平成18）年度開設）、（株）日本サイバー教育研究所によるサイバー大学（IT総合学部 IT総合学
科 入学定員600名（3年次編入50名）/収容定員2,500名。2007（平成19）年度開設。世界遺産学部世
界遺産学科 入学定員600名/収容定員2,500名。2007（平成19）年度開設。）の7株式会社による7大学・
大学院大学（2007（平成19）年4月1日現在）。 
36）翌日、LEC東京リーガルマインド大学は、HP上で「文部科学省からの改善勧告および留意事項につき
まして」及び「【補足説明】改善勧告を受けて今後の対応につきまして」を発表した。 
37）18文科高第579号（2007（平成19）年1月25日） 
38）具体的には「専任教員について」大学設置基準第12条に規定する「専任教員」としての実体を備えてい
ない者を専任教員として位置付けている状況にあると指摘する一方で、「教育方法」についても遠隔授業を
大学設置基準第25条第2項に規定する「多様なメディアを高度に利用して」行う授業（以下「高度メディ
ア利用授業」という。）として位置付けている状況であると認められ、このことは大学設置基準第25条第2
項に違反している」とし是正を求めた。 
39）同じく2004年度との比較では、国公立がそれぞれ87校、77校から、2008年の86、75校へと微減し
ているのに対して、私立は544校から50校近くその数を増やしている。 
40）大学、短大合わせた機関数では1992年に大学・短大合計で1,114校であったのに対し2008年には1,182
校を数える。 
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